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【1分解説】成長投資を促進するための金融戦略とは？ 

 政策調査部 主任研究員  鄭 美沙 

 

 

 「成長投資を促進するための金融戦略－資産運用立国のアップグレード－」（以下、成長投資金

融戦略）とは、2026年 7月 21日に公表され、「日本成長戦略」（同日閣議決定）が掲げる「金融を

通じた潜在力の開放」の実現に向けた施策パッケージです。政府はこれまで、「成長と分配の好循

環」を実現し、経済成長と国民の資産所得の増加につなげる「資産運用立国」に向けた取組を進

めてきました（資料）。成長投資金融戦略は、これまでの取組を発展させ、資産運用立国を新たな

段階へ引き上げる施策を示しています。 

 KPIには、「2040年度 250兆円の国内投資目標を実現する」、「2040年までに、家計金融資産に占

める株式・投資信託・債務証券の割合を 40％とする（2025 年 3月末：約 23％）」が掲げられ、日

本成長戦略における目標として位置づけられています。前者は、官民連携による成長資金の供給

拡大が不可欠であり、経団連も目標達成に向けて「投資牽引型経済」への転換を主導する方針を

示しています。後者は、社債市場の活性化など厚みのある金融市場の実現や、NISAの利便性向上

など家計の資産形成を後押しする施策が盛り込まれています。 

 今後、これらの施策は順次具体化される見通しです。各施策がわが国の経済成長と家計の資産

形成にどのような影響・効果をもたらすかが注目されます。 

 

 

資料 成長と分配の好循環の概念図 

 
（出所）内閣官房「成長投資を促進するための金融戦略－資産運用立国のアップグレード－」より抜粋 

 



 

 

 

本資料は情報提供を目的として作成されたものであり、投資勧誘を目的としたものではありません。作成時点で、第一ライフ資産運用

経済研究所が信ずるに足ると判断した情報に基づき作成していますが、その正確性、完全性に対する責任は負いません。見通しは予告

なく変更されることがあります。また、記載された内容は、第一生命保険ないしはその関連会社の投資方針と常に整合的であるとは限

りません。 
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関連レポート 

・「『成長投資を促進するための金融戦略』が示す家計の安定的な資産形成の促進～政策の重心は NISA 拡充

から DC 制度改善へ～」（2026 年 7 月）https://www.dlri.co.jp/report/asset/634666.html 

・「政府の『成長投資金融戦略』に加えたい視点～Financial Well-being、デキュムレーション、ガバナンス～」

（2026 年 7 月）https://www.dlri.co.jp/report/asset/634728.html 

・「政府の家計金融資産『株・投信・債券 40％目標』を世代別にどう読むか～40％に近い若年層、保有額が大き

い 60 歳代・70 歳以上～」（2026 年 8 月）https://www.dlri.co.jp/report/asset/638339.html 
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